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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第73期
第１四半期
連結累計期間

第74期
第１四半期
連結累計期間

第73期

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年10月１日
至 平成25年９月30日

売上高 (百万円) 10,315 13,446 43,508

経常利益 (百万円) 522 1,249 2,904

四半期(当期)純利益 (百万円) 400 607 2,282

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,116 1,492 4,244

純資産額 (百万円) 8,389 13,008 11,516

総資産額 (百万円) 43,826 49,777 43,038

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 9.67 14.65 55.05

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 16.54 22.33 23.59

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,802 △2,371 △1,872

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 47 △18 △55

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △225 1,233 △635

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 4,041 3,313 4,451
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

なお、当社グループは航空機シートの運航中座席の安全性確認作業対応費用等により、前々連結会計年

度では816百万円の当期純損失を計上いたしましたが、前連結会計年度では2,282百万円の当期純利益を計

上し、当第１四半期連結累計期間においては、607百万円の四半期純利益を計上いたしました。

しかしながら、訴訟係属中のThai Airways International Public Company Limitedをはじめとするエ

アラインからの賠償請求は継続しており、当第１四半期連結会計期間末における損害賠償引当金は、手元

流動性に対して高水準の債務となっております。

当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が当第１四半期連結会計

期間末においても存在しております。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

　
(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国の経済は、政府の景気刺激策や円安、株価の上昇等を受け

企業業績の改善が見られるなど、緩やかな回復傾向で推移いたしました。

このような経済環境のもとで、当社グループのセグメント別売上高は以下の状況となりました。

輸送機器関連事業につきましては、鉄道車両機器部門及び中国子会社が売上増となったことにより、

前年同期比85.8％増の6,986百万円となりました。

電気機器関連事業につきましては、情報システム部門が売上増となったものの、照明、交通システム

両部門が売上減となったことにより、前年同期比0.5％増の6,064百万円となりました。

住設環境関連事業につきましては、住設機器、環境システム両部門とも売上減となったことにより、

前年同期比23.7％減の395百万円となりました。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間における当社グループ全体の売上高は、前年同期比30.4％

増の13,446百万円となりました。

　損益につきましては、中国子会社の業績向上、原価低減及び経費削減の効果等により営業利益は前年

同期比187.1％増の1,347百万円と前年同期に比べ大幅に増加し、また、営業利益の増加を受け、経常利

益は前年同期比139.2％増の1,249百万円、四半期純利益は前年同期比51.5％増の607百万円と前年同期

に比べそれぞれ増加しました。

　

(2) 財政状態の状況

当第１四半期連結会計期間末の資産につきましては、流動資産は売掛金の増加6,020百万円、現金及

び預金の減少637百万円などにより、前連結会計年度末に比べ6,750百万円増加し、34,888百万円となり

ました。また、固定資産は投資有価証券の増加106百万円、建物の減少62百万円、無形固定資産その他

の減少56百万円などにより、前連結会計年度末に比べ11百万円減少し、14,889百万円となりました。こ

れらの結果、資産合計は前連結会計年度末に比べ6,739百万円増加し、49,777百万円となりました。

負債につきましては、買掛金の増加2,578百万円、支払手形の増加1,056百万円などにより、前連結会

計年度末に比べ5,247百万円増加し、36,768百万円となりました。

純資産につきましては、四半期純利益607百万円、少数株主持分の増加532百万円などにより、前連結

会計年度末に比べ1,492百万円増加し、13,008百万円となりました。

　
(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度

末に比べ1,137百万円減少し、当第１四半期連結会計年度末には3,313百万円となりました。

当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因はつぎのとおりで

す。
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(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果使用した資金は2,371百万円（前年同四半期は2,802百万円の使用）となりました。

これは主に、税金等調整前四半期純利益1,249百万円、仕入債務の増加3,363百万円などの増加に対

し、売上債権の増加5,897百万円、たな卸資産の増加1,028百万円などの減少によるものです。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は18百万円（前年同四半期は47百万円の増加）となりました。これは

主に、有形固定資産の取得による支出8百万円によるものです。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果増加した資金は1,233百万円（前年同四半期は225百万円の使用）となりました。こ

れは主に、借入による増加1,281百万円（借入金の返済による支出と相殺後）によるものです。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

　
(5) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、78百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。

　
(6) 継続企業の前提に関する重要事象等を解消又は改善するための対応策

当社は、平成22年２月に国土交通省航空局より航空機シートの設計・製造過程に係る業務改善勧告を

受け、運航中座席の安全性の確認作業、品質管理体制の再構築を最優先に取り組んでまいりました。

その結果、当社グループはこれらの諸施策への対応費用等により、前々連結会計年度では816百万円

の当期純損失を計上いたしましたが、前連結会計年度では2,282百万円の当期純利益を計上し、当第１

四半期連結累計期間においては607百万円の四半期純利益を計上いたしました。

しかしながら、訴訟係属中のThai Airways International Public Company Limitedをはじめとする

エアラインからの賠償請求は継続しており、当第１四半期連結会計期間末における損害賠償引当金は、

手元流動性に対して高水準の債務となっております。

当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が当第１四半期連結会

計期間末においても存在しております。

当社といたしましては、当該状況を解消すべく、平成23年８月に、航空機シート事業以外の輸送機器

関連事業、電気機器関連事業及び住設環境関連事業を会社分割により、コイト電工株式会社として分社

化いたしました。また、固定費低減を目的に、平成24年８月に希望退職の募集を実施し、総勢188名が

退職いたしました。

当該分社化および希望退職の実施により、当社は事業価値の維持・向上に努めると共に、コスト競争

力の回復と活力のある組織による製品開発、販売の拡大に努め事業基盤の強化を図っております。

また、航空機シートの納入遅延に伴い当社が提訴されております訴訟につきましては、法的手続きに

則り、適切に対処してまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年２月４日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,587,061 41,587,061
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数
1,000株

計 41,587,061 41,587,061 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成25年10月１日～
平成25年12月31日

― 41,587 ― 9,214 ― 8,211
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成25年９月30日)に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

   平成25年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 124,000
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 41,229,000
 

41,229 ―

単元未満株式 普通株式 234,061
 

― ―

発行済株式総数 41,587,061 ― ―

総株主の議決権 ― 41,229 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式199株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

  平成25年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ＫＩホールディングス（株）
神奈川県横浜市戸塚区
前田町100番地

124,000 ― 124,000 0.30

計 ― 124,000 ― 124,000 0.30
 

(注) 上記のほか、株主名簿上は当社名義になっておりますが、実質的に所有していない株式が 1,000株あります。

なお、当該株式数は、上記「①発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の中に含まれております。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成

しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成25年10月１

日から平成25年12月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年10月１日から平成25年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について明治監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,430 2,792

受取手形
※ 2,553 ※ 2,803

売掛金 11,586 17,606

有価証券 1,020 723

製品 3,469 3,667

仕掛品 2,533 3,218

原材料及び貯蔵品 2,756 3,114

繰延税金資産 78 63

その他 821 1,021

貸倒引当金 △112 △123

流動資産合計 28,137 34,888

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 3,483 3,420

構築物（純額） 28 27

機械装置及び運搬具（純額） 235 221

工具、器具及び備品（純額） 196 176

土地 3,059 3,059

有形固定資産合計 7,003 6,904

無形固定資産

電話加入権 26 26

その他 233 177

無形固定資産合計 260 204

投資その他の資産

投資有価証券 6,937 7,043

保険積立金 90 91

繰延税金資産 126 164

その他 490 489

貸倒引当金 △8 △8

投資その他の資産合計 7,636 7,780

固定資産合計 14,900 14,889

資産合計 43,038 49,777
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形
※ 2,146 ※ 3,202

買掛金 6,477 9,056

短期借入金 6,950 8,250

1年内返済予定の長期借入金 1,074 1,074

未払金 86 107

未払費用 1,121 1,307

未払法人税等 317 263

前受金 1,340 1,328

預り金 49 121

賞与引当金 307 224

役員賞与引当金 1 －

設備関係支払手形 4 3

その他 304 481

流動負債合計 20,181 25,420

固定負債

長期借入金 202 183

繰延税金負債 549 656

退職給付引当金 5,988 5,897

役員退職慰労引当金 223 234

環境対策引当金 202 202

損害賠償引当金 4,098 4,098

長期預り保証金 64 64

その他 9 11

固定負債合計 11,339 11,347

負債合計 31,521 36,768

純資産の部

株主資本

資本金 9,214 9,214

資本剰余金 8,211 8,211

利益剰余金 △8,426 △7,819

自己株式 △44 △44

株主資本合計 8,954 9,561

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 994 1,192

為替換算調整勘定 204 358

その他の包括利益累計額合計 1,199 1,551

少数株主持分 1,362 1,895

純資産合計 11,516 13,008

負債純資産合計 43,038 49,777
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(2)【四半期連結損益及び包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年10月１日
　至 平成24年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年10月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高 10,315 13,446

売上原価 8,649 10,653

売上総利益 1,665 2,793

販売費及び一般管理費 1,196 1,446

営業利益 469 1,347

営業外収益

受取利息 3 6

受取配当金 16 19

為替差益 220 116

雑収入 42 21

営業外収益合計 282 163

営業外費用

支払利息 20 19

航空事業安全対策費 93 232

雑損失 115 8

営業外費用合計 229 260

経常利益 522 1,249

特別利益

固定資産売却益 0 －

特別利益合計 0 －

特別損失

固定資産除売却損 3 0

特別損失合計 3 0

税金等調整前四半期純利益 518 1,249

法人税等 86 229

少数株主損益調整前四半期純利益 431 1,019

少数株主利益 30 412

四半期純利益 400 607

少数株主利益 30 412

少数株主損益調整前四半期純利益 431 1,019

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 427 198

為替換算調整勘定 257 274

その他の包括利益合計 684 472

四半期包括利益 1,116 1,492

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 974 959

少数株主に係る四半期包括利益 141 532
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年10月１日
　至 平成24年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年10月１日
　至 平成25年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 518 1,249

減価償却費 193 168

貸倒引当金の増減額（△は減少） 21 10

退職給付引当金の増減額（△は減少） △8 △81

賞与引当金の増減額（△は減少） 58 △83

受取利息及び受取配当金 △19 △25

支払利息 20 19

固定資産除却損 3 0

売上債権の増減額（△は増加） △1,402 △5,897

たな卸資産の増減額（△は増加） △237 △1,028

仕入債務の増減額（△は減少） 805 3,363

前払費用の増減額（△は増加） △70 △82

未払金の増減額（△は減少） △1,762 28

未払費用の増減額（△は減少） △175 163

その他 △240 266

小計 △2,295 △1,929

利息及び配当金の受取額 29 39

利息の支払額 △20 △20

法人税等の支払額 △515 △461

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,802 △2,371

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 65 －

有形固定資産の取得による支出 △13 △8

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

その他 △2 △8

投資活動によるキャッシュ・フロー 47 △18

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 3,850 4,150

短期借入金の返済による支出 △3,854 △2,850

長期借入金の返済による支出 △13 △18

少数株主への配当金の支払額 △207 △47

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △225 1,233

現金及び現金同等物に係る換算差額 93 19

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,886 △1,137

現金及び現金同等物の期首残高 6,928 4,451

現金及び現金同等物の四半期末残高
※ 4,041 ※ 3,313
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

当社は、平成22年２月に国土交通省航空局より航空機シートの設計・製造過程に係る業務改善勧告を受

け、運航中座席の安全性の確認作業、品質管理体制の再構築を最優先に取り組んでまいりました。

その結果、当社グループはこれらの諸施策への対応費用等により、前々連結会計年度では816百万円の当

期純損失を計上いたしましたが、前連結会計年度では2,282百万円の当期純利益を計上し、当第１四半期連

結累計期間においては607百万円の四半期純利益を計上いたしました。

しかしながら、訴訟係属中のThai Airways International Public Company Limitedをはじめとするエア

ラインからの賠償請求は継続しており、当第１四半期連結会計期間末における損害賠償引当金は、手元流動

性に対して高水準の債務となっております。

当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が当第１四半期連結会計期

間末においても存在しております。

当社といたしましては、当該状況を解消すべく、平成23年８月に、航空機シート事業以外の輸送機器関連

事業、電気機器関連事業及び住設環境関連事業を会社分割により、コイト電工株式会社として分社化いたし

ました。また、固定費低減を目的に、平成24年８月に希望退職の募集を実施し、総勢188名が退職いたしま

した。

当該分社化および希望退職の実施により、当社は事業価値の維持・向上に努めると共に、コスト競争力の

回復と活力のある組織による製品開発、販売の拡大に努め事業基盤の強化を図っております。

また、航空機シートの納入遅延に伴い当社が提訴されております訴訟につきましては、法的手続きに則

り、適切に対処してまいります。

上記の対応を進め、着実に実行することにより、当該状況の解消、改善に努めてまいります。

しかしながら、これらの対応策は実施途上であり、現時点では、継続企業の前提に関する重要な不確実性

が認められます。

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確

実性の影響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度
(平成25年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

受取手形 －百万円 446百万円

支払手形 － 170
 

　

(四半期連結損益及び包括利益計算書関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成24年10月１日 至 平成24年12月31日)及び当第１四半期連結累計期間

(自 平成25年10月１日 至 平成25年12月31日)

当社グループの売上高は上半期に集中する傾向があります。このため、上半期と下半期の業績に季節的

変動があります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年10月１日
至　平成25年12月31日)

現金及び預金勘定  3,648百万円 2,792百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △7  ―

有価証券  400   521

現金及び現金同等物  4,041  3,313
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成24年10月１日 至 平成24年12月31日)

   報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
(注) １

四半期連結
損益及び包括
利益計算書
計上額
(注) ２

輸送機器
関連事業

電気機器
関連事業

住設環境
関連事業

合計

売上高       

  外部顧客への売上高 3,760 6,036 518 10,315 － 10,315

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

554 205 － 760 △760 －

計 4,315 6,242 518 11,076 △760 10,315

セグメント利益 113 591 35 741 △272 469
 

(注) １．セグメント利益の調整額△272百万円は、各報告セグメントに配分していない提出会社の管理部門等に係る

費用です。

２．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

 Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成25年10月１日 至 平成25年12月31日)

   報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
(注) １

四半期連結
損益及び包括
利益計算書
計上額
(注) ２

輸送機器
関連事業

電気機器
関連事業

住設環境
関連事業

合計

売上高       

  外部顧客への売上高 6,986 6,064 395 13,446 － 13,446

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

647 227 － 875 △875 －

計 7,633 6,292 395 14,321 △875 13,446

セグメント利益 1,034 547 16 1,598 △251 1,347
 

(注) １．セグメント利益の調整額△251百万円は、各報告セグメントに配分していない提出会社の管理部門等に係る

費用です。

２．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 9円67銭 14円65銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 400 607

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 400 607

普通株式の期中平均株式数(千株) 41,468 41,461
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【その他】

訴訟

(1) 当社は、平成23年12月９日付で、Thai Airways International Public Company Limitedより、損

害賠償請求訴訟の提起を受けておりましたが、平成24年10月19日付で当該訴訟の請求の趣旨の変更の

申立がありました。当該訴訟は、当社製航空機シートの納入義務の債務不履行及び品質保証違反等に

基づく損害賠償請求を内容とするものであり、英国高等法院(High Court of Justice)に係属中であ

ります。

(2) 当社は、平成25年４月26日付で、Virgin Atlantic Airways Limitedより、損害賠償請求訴訟の提

起を受けております。当該訴訟は、当社製航空機シートが契約上定められた仕様及び航空当局が定め

る基準に合致していなかったこと等による契約違反及び不法行為を理由とする損害賠償請求を内容と

するものであり、英国高等法院(High Court of Justice)に係属中であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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明治監査法人

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   二 階 堂   博   文   印

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   田　　村　　　　　靖   印

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   橋   本   純   子   印

独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成26年２月４日

ＫＩホールディングス株式会社

取締役会 御中

　

 

　

 

　

 

　

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＫＩホールディ

ングス株式会社の平成25年10月１日から平成26年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成25年10月

１日から平成25年12月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年10月１日から平成25年12月31日まで)に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＫＩホールディングス株式会社及び連結子会社の平成25年12月31

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
強調事項

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社に対するエアラインからの賠償請求は継続しており、当

第１四半期連結会計期間末における損害賠償引当金は、手元流動性に対して高水準の債務となっている。当該状況によ

り、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な

不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記

載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半

期連結財務諸表に反映されていない。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書

提出会社が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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